
 報告第４号 

 

 

専 決 処 分 の 報 告 に つ い て 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定

に基づき、亀岡市税条例及び亀岡市都市計画税条例の一部を改正す

る条例の制定について次のとおり専決処分したので、同条第３項の

規定により、これを報告し承認を求める。 

 

   令和２年６月８日提出 

 

             亀 岡 市 長  桂 川 孝 裕 



 専決第７号 

 

 

専 決 処 分 書 

 

 

 亀岡市税条例及び亀岡市都市計画税条例の一部を改正する条例の

制定について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条

第１項の規定により、別紙のとおり専決処分する。 

 

   令和２年５月７日 

 

             亀 岡 市 長  桂 川 孝 裕 



 亀岡市税条例（昭和３０年亀岡市条例第３９号）及び亀岡市都市

計画税条例（昭和３２年亀岡市条例第２号）の一部を改正する条例

を次のように制定する。 

 

   令和２年５月７日専決 

 

             亀 岡 市 長  桂 川 孝 裕 

 

 

 亀岡市条例第２１号 

 

 

亀岡市税条例及び亀岡市都市計画税条例

の一部を改正する条例 

 

 （亀岡市税条例の一部改正） 

第１条 亀岡市税条例（昭和３０年亀岡市条例第３９号）の一部を

次のように改正する。 

 附則第１０条中「法附則第１５条から第１５条の３の２まで」

の次に「、第５７条又は第５８条」を、「又は附則第１５条から

第１５条の３の２まで」の次に「、第５７条若しくは第５８条」

を加える。 

 附則第１０条の２第１６項中「をいう」の次に「。第１９項に

おいて同じ」を加え、同条に次の１項を加える。 

１９ 法附則第６２条に規定する市町村の条例で定める割合は、

零（生産性の向上に重点的に取り組むべき業種として同意導入

促進基本計画に定める業種に属する事業の用に供する同条に規

定する家屋及び構築物にあっては、零）とする。 

 附則第１５条の２中「令和２年９月３０日」を「令和３年３月

３１日」に改める。 

 附則に次の１条を加える。 
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（新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例に係る手

続等） 

第２３条 第９条第７項の規定は、法附則第５９条第３項におい

て準用する法第１５条の２第８項に規定する条例で定める期間

について準用する。 

第２条 亀岡市税条例の一部を次のように改正する。 

 附則第１０条中「第５７条又は第５８条」を「第５９条又は第

６０条」に、「第５７条若しくは第５８条」を「第５９条若しく

は第６０条」に改める。 

 附則第１０条の２第１９項中「附則第６２条」を「附則第６４

条」に改める。 

 附則に次の２条を加える。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例） 

第２４条 所得割の納税義務者が、新型コロナウイルス感染症等

の影響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律

（令和２年法律第２５号。次条において「新型コロナウイルス

感染症特例法」という。）第５条第４項に規定する指定行事の

うち、市長が指定するものの中止若しくは延期又はその規模の

縮小により生じた当該指定行事の入場料金、参加料金その他の

対価の払戻しを請求する権利の全部又は一部の放棄を同条第１

項に規定する指定期間内にした場合には、当該納税義務者がそ

の放棄をした日の属する年中に法附則第６０条第４項に規定す

る市町村放棄払戻請求権相当額の法第３１４条の７第１項第３

号に掲げる寄附金を支出したものとみなして、第３４条の規定

を適用する。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控

除の特例） 

第２５条 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロ

ナウイルス感染症特例法第６条第４項の規定の適用を受けた場

合における附則第７条の３の２第１項の規定の適用については、

同項中「令和１５年度」とあるのは、「令和１６年度」とする。 

 （亀岡市都市計画税条例の一部改正） 
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第３条 亀岡市都市計画税条例（昭和３２年亀岡市条例第２号）の

一部を次のように改正する。 

 附則第１７項中「又は第１５条の３」を「、第１５条の３又は

第６１条」に改め、「第１５条の３まで」の次に「若しくは第 

６１条」を加える。 

第４条 亀岡市都市計画税条例の一部を次のように改正する。 

 附則第１７項中「第６１条」を「第６３条」に改める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、令和２年５月７日から施行する。ただし、第２条及

び第４条の規定は、令和３年１月１日から施行する。 
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亀岡市税条例及び亀岡市都市計画税条例

の一部を改正する条例要綱 

 

 

１ 新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措置が

納税者等に及ぼす影響を緩和するための地方税法等の一部改正に

伴い、次のとおり亀岡市税条例及び亀岡市都市計画税条例の一部

を改正した。 

⑴ 納税者又は特別徴収義務者が新型コロナウイルス感染症等の

影響による収入の減少により特定日までに徴収金を一時に納付

することが困難である場合に、無担保かつ延滞金なしで徴収を

猶予する特例に係る手続を定めることとした。 

⑵ 厳しい経営環境にある中小事業者等に対して、その事業の用

に供する家屋及び償却資産について一定の割合で固定資産税及

び都市計画税を軽減する措置を図ることとした。 

⑶ 新規に設備投資を行う中小事業者等を支援する観点から一定

の要件に基づき取得した先端設備等に該当する家屋及び構築物

に対する課税標準の特例措置を拡充することとした。 

⑷ 軽自動車税環境性能割の税率を軽減する特例措置の適用期限

を６箇月延長することとした。 

⑸ 個人の市府民税における住宅借入金等特別税額控除について、

一定の場合に適用期限を延長することとした。 

⑹ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

２ この条例は、令和２年５月７日から施行した。ただし、１の⑸

の改正は、令和３年１月１日から施行することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

4-4 


